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○対象者

就労継続支援Ａ型

○サービス内容 ○主な人員配置

■ 通常の事業所に雇用される事が困難であって、適切な支援により雇用契約に基づく就労が可能な障害者
■ 通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一

時的に必要とする障害者
※ 65歳に達する前５年間障害福祉サービスの支給決定を受けていた者で、65歳に達する前日において就労継続支援A型の支給決定を受けていた者は当該サービスについて

引き続き利用することが可能。

■ 通所により、雇用契約に基づく就労の機会を提供するとともに、一般就労に必要な知識、能力が高まった者
について、一般就労への移行に向けて支援

■ 指定就労継続支援Ａ型事業者は、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費を
控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない。

■ 最低賃金含め、労働関係法令の適用あり
■ 利用期間の制限なし

就労移行支援体制加算 50～93単位／日
※ 定員、職員配置、基本報酬の報酬区分、一般就労へ移行し６月以上定着し
た者の数に応じた設定 ※ R3～見直し

賃金向上達成指導員配置加算 15～70単位／日
※ 定員規模に応じた設定

基本報酬 主な加算

○ 報酬単価（令和３年報酬改定以降、定員規模別、人員配置別に加え、算定されるスコアによって基本報酬を算定）

■ サービス管理責任者

■ 職業指導員
生活支援員 １０：１以上

福祉専門職員配置等加算(Ⅰ) ､(Ⅱ) ､（Ⅲ） 15､10､６単位
⇒ Ⅰ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の35％雇用されている場合
⇒ Ⅱ：社会福祉士等資格保有者が常勤職員の25％雇用されている場合

※ H30～資格保有者に公認心理師を追加
⇒ Ⅲ：常勤職員が75％以上又は勤続3年以上が30％以上の場合

＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

就労移行連携加算 1,000単位（1回に限り）
※ 就労移行支援に移行した者について、連絡調整等を行うとともに、支援の状
況等の情報を相談支援事業者に対して提供している場合に加算 ※ R3～新設

食事提供体制加算、送迎加算、訪問加算等
⇒ 他の福祉サービスと共通した加算も一定の条件を満たせば算定可能

基本報酬報酬区分

791単位/日170点以上

スコア

733単位/日150点以上170点未満

701単位/日130点以上150点未満

666単位/日105点以上130点未満

533単位/日80点以上105点未満

419単位/日60点以上80点未満

325単位/日60点未満

○事業所数 ○利用者数（国保連令和 6年 7月実績）4,472 （国保連令和 6年 7月実績）87,262 1



就労継続支援Ａ型の生産活動収支の改善と効果的な取組の評価

スコア方式による評価項目の見直し

○ 経営状況の改善や一般就労への移行等を促すため、スコア方式による評価項目を以下のように見直し。
・ 労働時間の評価について、平均労働時間が長い事業所の点数を高く設定する。
・ 生産活動の評価について、生産活動収支が賃金総額を上回った場合には加点、下回った場合には減点する。
・ 「生産活動」のスコア項目の点数配分を高くするなど、各評価項目の得点配分の見直しを行う。
・ 利用者が一般就労できるよう知識及び能力の向上に向けた支援の取組を行った場合について新たな評価項目を設ける。
・ 経営改善計画書未提出の事業所及び数年連続で経営改善計画書を提出しており、指定基準を満たすことができていない

事業所への対応として、新たにスコア方式に経営改善計画に基づく取組を行っていない場合の減点項目を設ける。

判定スコア評価指標

５点～９０点で評価1日の平均労働時間により評価労働時間

ー２０点～６０点で評価前年度、前々年度及び前々々年度における生産活動収支の状況により評価生産活動

０点～１５点で評価利用者が多様な働き方を実現できる制度の整備状況により評価多様な働き方

０点～１５点で評価職員のキャリアップの機会を組織として提供している等、支援力向上に係る取組実績により評価支援力向上

０点～１０点で評価地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労等により働く場の確保等地域と連携した取組実績により評価地域連携活動

ー５０点～０点で評価経営改善計画の作成状況により評価経営改善計画

０点～１０点で評価利用者の知識及び能力の向上のための支援の取組状況により評価利用者の知識及び能力向上

判定スコア評価指標

５点～８０点で評価1日の平均労働時間により評価労働時間

５点～４０点で評価前年度及び前々年度における生産活動収支の状況により評価生産活動

０点～３５点で評価利用者が多様な働き方を実現できる制度の整備状況とその活用実績により評価多様な働き方

０点～３５点で評価職員のキャリアップの機会を組織として提供している等、支援力向上に係る取組実績により評価支援力向上

０点～１０点で評価地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労等により働く場の確保等地域と連携した取組実績により評価地域連携活動

【現行】

【見直し後】

令和６年度障害福祉
サービス等報酬改定

2



3

就労継続支援Ａ型における生産活動の経営状況（令和５年３月末時点）

【生産活動の経営状況（令和５年３月末時点）】

○ 就労継続支援A型における生産活動の状況を確認したところ、生産活動の収益が利用者の賃金総額を下回っ

ている(注)事業所は3,715事業所のうち1,882事業所（50.7%）

※１ （ ）内に昨年度の状況（令和４年３月末時点）を記載
※２ 指定基準を満たしていない事業所（ 1,882 ）のうち、経営改善計画書を提出している事業所は1,690事業所（提出率89.8%）
※３ 指定基準を満たしていない事業所（ 1,882 ）のうち、令和４年３月末時点も指定基準を満たしていない事業所は1,507事業所（80.1%）

（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課調べ）

（注）就労継続支援A型事業所については、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に
関する基準」（平成18年厚生労働省令第171号。以下「指定基準」という。）第192条第2項において、「生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経
費を控除した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となるようにしなければならない」こととされている。指定権者である自治体は、事業所の状況把握を
行い、事業所が当該指定基準を満たしていない場合、経営改善計画書を提出させることとしている。

指定基準を満たしていない事業所
経営状況を

把握した事業所
指定事業所

50.7%

(56.5%)

1,882

(1,984)

3,715

(3,512)

4,472

(4,228)

社会保障審議会障害者部会

参考資料３第140回(R6.3.5)



就労継続支援Ａ型・Ｂ型：事業所数の推移
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就労継続支援Ｂ型事業所数
（所）

【出典】国保連データ
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就労継続支援Ａ型・Ｂ型：利用者数の推移
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就労継続支援Ｂ型利用者数（人）

【出典】国保連データ

196,019 209,621 223,991 239,635 255,574 269,339 286,833 304,949 328,726 352,862 368,915 

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000



就労継続支援Ａ型事業所・利用者に対する取組状況

○ Ａ型事業所を廃止する際の留意点について、都道府県等に対して改めて周知徹底を依頼。

・継続的なサービス利用の希望者への便宜提供の事業者責務（※）の徹底、廃止届を受理する際の留意点、廃止日以降もサービス

提供を希望する利用者の取扱い等（平成29年事務連絡）を再周知（令和６年４月）

・上記内容の周知徹底を改めて依頼するとともに、利用者への継続的なサービス確保に向けた、指定権者と支給決定権者の更なる

連携を通じた支援、都道府県労働局・ハローワークとの情報共有等の強化について依頼（令和６年10月）

○ A型事業所の経営に関する支援

・工賃向上計画支援等事業等により、都道府県を通じ、Ａ型事業所の経営改善・商品開発等への支援を実施

福祉

○ 令和６年３月以降、Ａ型事業所を解雇された利用者に対して、ハローワークにおいて以下の支援を実施。

・離職予定の障害者を適切にハローワークでの支援につなげるため、地方自治体との情報共有や連携した再就職支援の実施

・離職を余儀なくされる障害者に対して、個々の障害特性を踏まえたきめ細かな専門的・個別的な職業相談・職業紹介の実施

・一般就労に移行できる就労能力があると思われる障害者に対して、本人の意向も踏まえつつ、一般就労への移行を実現するため

に、能力や希望にあった条件の求人との適切なマッチング

・離職予定の障害者の意向を踏まえた事業所訪問等によるハローワークの利用方法、雇用保険の手続き及び各種支援策等に関する

説明会や出張相談

・円滑な受給資格決定に向けた雇用保険の集団受付

・就労継続支援Ａ型事業所の離職者向けの企業見学会、就職面接会の開催

今般の就労継続支援Ａ型事業所（以下「Ａ型事業所」という。）の状況に関し、福祉・雇用の両面から、Ａ型

事業所及びその利用者に対して以下の取組を実施

（※）障害者総合支援法第43条第４項
指定障害福祉サービス事業者は、第四十六条第二項の規定による事業の廃止又は休止の届出をしたときは、当該届出の日前一月以内に当該指定障害福祉サービスを受けていた者で

あって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても引き続き当該指定障害福祉サービスに相当するサービスの提供を希望する者に対し、必要な障害福祉サービスが継続的に提供され
るよう、他の指定障害福祉サービス事業者その他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行わなければならない。

雇用
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就労継続支援Ａ型事業所の解雇者数について

〇 令和６年３月から７月までにハローワークが解雇届により把握した障害者の解雇者数は４，８８４人
であり、このうち４,２７９人が就労継続支援A型事業所（※１）の利用者であった。

〇 また、当該事業所の解雇者のうち、令和６年８月末時点で再就職が決定した者は９３６人、就労継続支援
Ｂ型事業所への移行（予定）者は２，０７３人であり、これらが全体の７割程度を占めている（※２）。

合計７月６月５月４月３月

４,８８４８２６８７２１,３５０１,０１３８２３全数

４,２７９６８７７６６１,２４１８８７６９８
うち、Ａ型事業所

（※１）

（人）

その他（※３）
求職中の人数

Ｂ型事業所への移
行（予定）者数

再就職決定者数

解雇者数 うち、ハローワーク
で再就職支援中

うち、Ａ型事業所
への就職

３２１９３２９４９２,０７３６９６９３６４,２７９

（人）

（令和６年３月～７月の解雇者数（速報値））

（令和６年３月～７月の解雇者の再就職状況等）（※２）

（※１）就労継続支援A型事業所の解雇者数は、各月内に10人以上の解雇届が提出された事業所における解雇者数に限る。なお、当該事業所のうち９割超は生産活動収支が赤
字の事業所。

（※２）令和６年８月末時点の把握状況
（※３）「その他」は令和６年８月末時点で今後の意向が未定である者、再就職の希望がない者等が含まれる。 7


